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つくば市本庁舎及び大穂庁舎等個別施設計画 

【概要版】 

 本計画の背景と目的 

「つくば市本庁舎及び大穂庁舎等個別施設計画」（以下、「本計画」という。）は、本庁舎、コミュニ
ティ棟、大穂庁舎（以下、「本庁舎等」という。）の個別施設計画として、上位計画である「つくば市公
共施設等総合管理計画」（令和５年（2023 年）３月改訂）の公共施設等マネジメントの基本方
針に基づき、本庁舎等の老朽化状況を調査・把握するとともに、本庁舎等を適正に管理し、長期にわ
たり市民・職員等が安全に利用するために維持管理・保全することを目的とし、長寿命化の基本方針、
維持保全の実施内容、実施時期、保全費用等の方針、方向性を定めています。 

 位置づけ 

本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」の方針に基づき、「総合管理計画」に代表される上
位・関連計画で示された公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針に整合・連携し、
本庁舎等の「個別施設計画（長寿命化計画）」として位置づけます。 

 計画期間 

本計画の対象期間は第１期の計画期間として、開始年度を令和７年度（2025 年度）、終了年
度を令和 16 年度（2034 年度）の 10 年間とします。また、本計画は、社会情勢等の変化に応じて
見直しを行います。 
 

 
図 本計画の計画期間 

  対象施設 

本計画の対象施設は、本庁舎等３棟です。本庁舎は建築後 14 年、コミュニティ棟は建築後５年、
大穂庁舎は建築後 42 年を経過した建物となります。 

表 本計画の対象施設一覧 

 
  

第２期
計画期間
（10年間）

第３期
計画期間
（10年間）

第１期
計画期間
（10年間）

ライフサイクルコストの算定期間 40年間

基

準

年

令和46年度
(2064年度)

令和36年度
(2054年度)

令和26年度
(2044年度)

令和16年度
(2034年度)

令和７年度
(2025年度)

令和６年度
(2024年度)

つくば市公共施設等総合管理計画

計画期間 令和28年度まで（残り 22年）

第４期
計画期間
（10年間）

1 本庁舎 21,004.00 平成22年 2010年 1 鉄骨鉄筋コンクリート造
（SRC造） 地上７階 借地

2 コミュニティ棟 3,330.00 平成31年 2019年 1 鉄骨造
（S造） 地上３階 借地

3 大穂庁舎 つくば市筑穂
一丁目10 番地４ 2,998.65 昭和57年 1982年 1 鉄骨鉄筋コンクリート造

（SRC造） 地上３階 市有地・
一部借地

延床面積
（㎡）

建築年
（和暦）

建築年
（西暦）

棟数 主体構造 階層 敷地状況
通し
番号

施設名称 所在地棟名称

つくば市研究学園
一丁目１番地１

つくば市役所
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 本庁舎等の状態等（現状と課題） 

本庁舎等の老朽化状況について現地劣化状況調査を実施しました。「つくば市公共施設自主点検
マニュアル」に基づいた、部位・設備別に劣化度評価判定（Ａ～Ｄ）を示します。 

表 本庁舎等の劣化度評価結果及び総合評価点（1／２） 

 
※次表の築後年数は、本計画の現地劣化状況調査の実施年である令和６年（2024 年）を基準年としています。 
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表 本庁舎等の劣化度評価結果及び総合評価点（２／２） 

 
※次表の築後年数は、本計画の現地劣化状況調査の実施年である令和６年（2024 年）を基準年としています。  
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４.1  本庁舎等の基本方針（長寿命化の基本方針） 

長寿命化の基本方針は、「総合管理計画」で示された実施方針を継承しつつ、以下の４つを示しま
す。（また、以降文中の「長寿命化」は、「延命化」と同義とします。） 

＜長寿命化の基本方針１＞ 建物の適正な維持保全・管理の実施 

 建物の老朽化対策の費用対効果等試算に基づき、予防保全と事後保全を組み合わせながら、
建物の部位・設備別に最適かつメリハリのある維持保全を行い、計画的・長期的な視点により施
設保全を図ります。 

 定期的な修繕や設備更新、計画的な改修を行い、建物の耐久性を高めるとともに、時代に即し
た社会的要求水準を満たす機能・性能を整備した機能向上を図ります。 

＜長寿命化の基本方針２＞ 建物の適切な点検及び情報管理 

 専門家等による定期の「法定点検」に加え、施設管理者等が実施する「自主点検（緊急時等
点検）」の実施により、建物の適切な状況把握に努め、劣化状況や健全度に応じた計画的な
施設保全を図ります。 

 点検結果や修繕・改修等履歴を適切に管理、蓄積し、修繕等の効果的・効率的な実施を推
進していきます。 

＜長寿命化の基本方針３＞ ライフサイクルコストの低減及び修繕・更新等費用の平準化 

 劣化状況の早期発見、適切な把握により、適切な維持保全を図ることで、ライフサイクルコストの
低減及び修繕・更新等費用の平準化を目指します。 

 大規模な改修や更新（建替え）等を行う際には、省エネルギー、創エネルギー技術の導入を検
討することにより、エネルギー対策、脱炭素化や環境負荷低減化の取り組みを図ります。 

＜長寿命化の基本方針４＞ SDGｓへの取組み、ユニバーサルデザインの導入 

 本庁舎等の更新（建替え）又は長寿命化改修（大規模改修）の際には、「つくば市ユニバー
サルデザイン基本方針（平成 17 年（2005 年））」に基づき、ユニバーサルデザインに配慮し
た利便性の向上による機能の充実を促進します。 

４.2 施設保全の考え方 

建物を長期的に使用していくため、構造躯体以外の劣化が著しい場合や機能的水準が現在の要求
ニーズと著しく乖離してきた場合等には、建物の更新（建替え）又は長寿命化改修を行います。更新
（建替え）より長寿命化改修の費用対効果が低い場合や、政策的な判断により長寿命化をしない場
合等を除き、原則として更新（建替え）よりも将来的に効果的とされる長寿命化改修を行います。 

建物の長寿命化を図る際は、物理的な不具合を直し「建物の『耐久性』を高めるための工事」、「建
物の『機能・質を向上』させるための工事」により現在の社会的要求に対応した水準まで引き上げます。 

本庁舎等は、効率的・効果的な保全の観点から、部材や設備の耐用年数、劣化状況等を考慮し、
計画的な保全により目標使用年数まで利用することを基本とし、計画的、予防を見据えた部位・設備
別の修繕・更新等を実施することを基本とし、必要に応じて長寿命化改修を実施し、長期の維持保全
を図ります。ただし、例外的に標準使用年数まで使用することが望ましいと判断された場合は、点検・調
査等により部位や設備の不具合が認められた場合に適宜、修繕・更新等を実施することで維持保全を
図ります。 

長寿命化改修は、建築経過年数が概ね建築後 40 年前後に行うことが適切な時期と言われており、
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また、部位・設備別の部材の多くは、修繕・更新等の時期（周期）が建築後 30～40 年前後に集中
することを踏まえ、建築経過年数の 40 年前後までに長寿命化改修を実施することを想定します。 
 

 
図 長寿命化による維持保全の概念図 

本計画の耐用年数の考え方として、予防保全による建物の使用期間の目安として「目標使用年数」
を設定します。事後保全の建物は、また、主体構造別の「標準使用年数（物理的な耐用年数）」とし
て 60 年以上の期間まで使用します。 

なお、建物の老朽化状況、機能的・質的向上の必要性、それらに対する費用対効果等を総合的に判
断した上で、目標使用年数に満たない更新（建替え）を行うことも検討します。 

表 本計画の標準使用年数と目標使用年数 

 

表 対象施設の法定耐用年数一覧表 

 
※１：経過年数は、本計画の現地劣化状況調査の実施年である令和６年（2024 年）を基準年としています。 
※２：法定耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」より（別表第一 機械及び装置以外の有

形減価償却資産の耐用年数表）を参照しています。 

 本庁舎等に求められる機能及び整備水準 

本庁舎等に求められる基本的な機能・性能は、時代によりその水準が変化していきます。躯体やライ
フラインをはじめとした建物を構成する要素として、建設当初の水準ではなく、耐久性に優れた仕上げ材
への取替え、耐震対策、防災機能の強化、バリアフリーや省エネルギー化、自然環境配慮等、現在の
社会的ニーズに対応する必要があります。  

時間経過

竣工当初の機能・性能水準

建
物
の
機
能
・
性
能
の
水
準

竣工

中規模修繕・更新
部位・設備の原状回復

長寿命化改修（大規模改修）
竣工当初の機能水準より向上

機能不全、使用停止
従来（更新・改築）

原
状
回
復

長寿命化・延命化

長寿命化による維持保全

従来の維持保全高

低

20年 40年 60年 80年

解体・更新

中規模修繕・更新
部位・設備の原状回復

機
能
・
性
能
向
上

建物の主体構造
標準使用年数

（躯体の耐用年数）
予防保全の目標使用年数

（目標使用年数）

 鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC造）
 鉄筋コンクリート造（RC造）

60 80

 鉄骨造（S造） 60 80

通し
番号

施設名 棟名称
建築年度
（西暦）

経過
年数
※１

延床面積
（㎡）

構造種別
耐震
状況

法定
耐用年数

※２

標準的な
使用年数

目標
使用年数

1 本庁舎 2010 14 21,004.00 鉄骨鉄筋コンクリート造
（SRC造） 新耐震 50 60 80

2 コミュニティ棟 2019 5 3,330.00 鉄骨造
（S造） 新耐震 50 60 80

3 大穂庁舎 1982 42 2,998.65 鉄骨鉄筋コンクリート造
（SRC造） 新耐震 50 60 60

つくば市役所
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表 本庁舎等に求められる基本的な機能・性能 

 

本庁舎等の整備は、省エネルギー・自然環境配慮型の整備に努めることで、持続可能で、コストに無
駄なく、環境にやさしい「長く賢く」使用することを目指します。 

また、施設（建物）別の部位・設備における経年劣化や機能低下に対し、優先順位に基づき、維
持又は要求する整備水準、整備費用を比較、検討することにより施設用途、利便性、メンテナンス性等
に配慮した整備を図ります。くわえて、適用可能な範囲で機能向上を図り、より効果的な整備とすること
を推進していきます。 

表 本庁舎等の部位・設備別の整備水準 

 

項目 機能・性能

安全性

・防災性能を備えていること
　（耐震、対火災、対浸水、対津波、対風、対寒、対落雷）
・常時荷重に対して機能が確保されていること
・防犯性を備えていること

機能性

・利便性を備えていること
　（人や物の移動の円滑化・バリアフリー、可動部操作の安全性の確保）
・ユニバーサルデザインに配慮されていること
・室内環境性を備えていること
　（音環境、光環境、熱環境、空気環境、衛生環境、振動に対する快適性の確保）
・情報化対応性を備えていること
　（情報処理や情報交流に対する機能の構築）

経済性

・耐用性を備えていること
　（機能が維持できる合理的な耐久性の確保、社会状況の変化に対するフレキシ
　ビリティの確保）
・保全性を備えていること
　（維持管理が効率的かつ安全である作業性の確保、資材・機器等の更新が経済的
　かつ容易な更新性の確保）

社会性

・地域性を備えていること
　（地歴、文化・風土の特性、地域活性化・地域社会貢献に配慮されていること）
・景観性を備えていること
　（周辺環境との調和、良好な景観形成に配慮されていること）

環境保全性

・環境負荷低減性を備えていること
　（長寿命、適正使用・適正処理、エコマテリアル、省エネルギー・省資源を考慮
　した構成がなされていること）
・周辺環境保全性を備えていること
　（地域生態系及び周辺環境の保全に配慮がされていること）

部位・設備 整備水準（基本的な考え方）

建築構造

・部材の経年劣化による外壁の落下や鉄筋の腐食、コンクリートの劣化による構造躯体の強度
低下など、危険が生じないよう安全性の確保に配慮します。
・改修では、中性化対策や鉄骨の補強などをはじめとする躯体の延命化対策の実施を検討し、
適切な補強・補修を行います。

屋上・屋根

・改修では、耐久性や断熱性、防水機能の高い材料を使用し、全面的な防水機能の再生を
基本とします。
・劣化状況が軽微なものは、塗装を塗り替えて再使用します。

外壁

・改修では、クラックや欠損などを確認した場合は適切な補修を行い、外壁仕上げは、樹脂製で
耐久性の高い材料を使用し、全面的な塗り直しを基本とします。
・断熱改修を行う場合は、室外温度の影響を受けにくい断熱材を選定します。

内部仕上

・改修では、床・壁・天井の補修や全面的な張り替えを実施し、室内の機能性や快適性の向
上を図ります。
・防火区画等に使用する材料の防災性能等は、現行の建築基準法に適合するものとします。
・劣化状況が軽微なものは、部分補修等により再使用を基本とします。

電気設備
機械設備

・日常から作動状況を確認し、適切な維持保全を行い、物理的耐用年数を経過したものは更
新を基本とします。
・改修等には消費電力やCO2排出量の削減等、ランニングコストの低減に配慮した省エネルギー
効果の高い機器の選定を基本とし、維持管理・メンテナンスが容易となるよう配慮します。
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  改修等の優先順位の考え方 

改修とは建物の劣化又は陳腐化した状態から原状回復することに加え、機能・性能を向上させ改善
する工事を行うことを指し、本計画では部位・設備別の修繕・更新等を同時期に含むものとします。 

施設の安全性、機能を維持し、持続可能で良好な施設環境を利用するため、修繕・更新、改修等
の優先順位の考え方を示します。 

表 改修等の優先順位の考え方 

 

 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算定条件 

本計画の LCC 算定は、「令和５年版 建築物のライフサイクルコスト 国土交通省大臣官房官庁営
繕部監修」（一般財団法人建設保全センター）に基づき算定しています。 

ライフサイクルコスト（LCC）算定にあたり、本計画の長寿命化対象施設は、本庁舎、コミュニティ棟
の２棟が該当します。本計画の長寿命化非対象施設は、大穂庁舎が該当します。 

表 長寿命化併用型 LCC 算定における長寿命化の対象施設（建物）の設定 

 
※主体構造は、RC 造：鉄筋コンクリート造、SRC 造：鉄骨鉄筋コンクリート造、S 造：鉄骨造を示します。 

  

劣化度 優先度 順位 内容

1
・主要構造部の障害や人身事故等の恐れ等の措置、安全性の確保に必要な改
修等

2

・劣化が進行することにより、周囲の部位・設備にも影響が及ぶ箇所の改修等
・災害時の拠点、代替する施設機能が無い、社会的な要求が高い機能を持つな
ど、その役割が重要である施設の改修等

3
・部位・設備の修繕・更新等周期に応じた時期がきている改修等
・定期点検により機能低下・機能不全の兆候が確認された部位・設備の改修等

4

・更新時期未満の他の部位・設備の修繕・更新等と同時期に行うことで経済的な
合理性が高い部位・設備の改修等
・日常の使用及び点検により機能低下・機能不全の兆候が確認された部位・設
備の改修等

小 低 5 ・用途・機能として重要度が低く、代替可能である部位・設備の改修等

高

中

大

項目 LCC算定条件及び設定

 部位・設備別の保全方式 予防保全（部位・設備）のみ※

 LCC算定方法

部位・設備別周期に従った修繕費・更新費
 　　　＋
長寿命化改修費

 改修及び更新（建替え）規模 改修及び更新（建替え）前と同規模

 長寿命化改修時期 40年（RC造・SRC造・S造）

 延命化期間（建築後80年迄使用） 40年（RC造・SRC造・S造）

 部位・設備別の修繕・更新の周期
 及び単価　（床面積入力法）

部位・設備別の修繕・更新の周期及び単価は、設計図書・内訳調書より
整理し、対象施設（建物）の部材数量に基づき設定

 積み残し設定 該当施設なし
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表 長寿命化併用型 LCC 算定における長寿命化の非対象施設（建物）の設定 

 
※主体構造は、RC 造：鉄筋コンクリート造、SRC 造：鉄骨鉄筋コンクリート造、S 造：鉄骨造を示します。 

 本庁舎等の整備計画（10 年間） 

本庁舎の過年度９年間（2015 年度～2023 年度）の保全コスト（維持管理、修繕・更新等に
係る費用）実績額による年平均は、約 41.2 百万円になります。また、保全コスト実績額の年最大は、
約 123.9 百万円になります。 

コミュニティ棟の過年度５年間（2019 年度～2023 年度）の保全コスト（維持管理、修繕・更新
等に係る費用）実績額による年平均は、約 2.9 百万円になります。また、保全コスト実績額の年最大
は、約 12.4 百万円になります。 

大穂庁舎の過年度９年間（2015 年度～2023 年度）の保全コスト（維持管理、修繕・更新等
に係る費用）実績額による年平均は、約7.3百万円になります。また、保全コスト実績額の年最大は、
約 23.0 百万円になります。 

本庁舎等の過年度実績額を踏まえ、保全コスト実績額の年平均を財政的制約ラインとして、さらに、
建物の劣化度評価結果を考慮した直近 10 年間（令和７年度（2025 年度）～令和 16 年度
（2034 年度））の本庁舎等の施設整備計画案を次表に示します。 
 

 本庁舎の直近 10 年間の LCC の合計は、約 17.1 億円となります。そのうち、保全コスト（修繕・
更新等コスト、維持管理コスト）は、約 12.4 億円、運用コスト（光熱水コスト）は、約 4.7 億
円となります。また、LCC の１年間の平均は、約 170.8 百万円となり、保全コストは、約 124.1
百万円になります。 

 直近 10 年間の LCC の合計は、約 2.2 億円となります。そのうち、保全コスト（修繕・更新等コス
ト、維持管理コスト）は、約 1.6 億円、運用コスト（光熱水コスト）は、約 0.6 億円となります。
また、LCCの１年間の平均は、約21.7百万円となり、保全コストは、約16.2百万円になります。 

 直近 10 年間の LCC の合計は、約 2.6 億円となります。そのうち、保全コスト（修繕・更新等コ
スト、維持管理コスト）は、約 1.7 億円、運用コスト（光熱水コスト）は、約 0.9 億円となりま
す。また、LCC の１年間の平均は、約 25.9 百万円となり、保全コストは、約 17.2 百万円になり
ます。  

項目 LCC算定条件及び設定

 部位・設備別の保全方式 予防保全（部位・設備）のみ※

 LCC算定方法

部位・設備別周期に従った修繕費・更新費
 　　　＋
主体構造別の躯体の耐用年数まで使用後に解体及び更新（建替え）

 更新規模 更新（建替え）前と同規模

 更新（建替え）周期 60年（RC造・SRC造・S造）

 部位・設備別の修繕・更新の周期
 及び単価　（床面積入力法）

「令和５年版 建築物のライフサイクルコスト（一般財団法人建築保全セ
ンター／国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）」によるモデル建物別
に登録された部位・設備別の更新周期に基づく

 積み残し設定 該当施設なし
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表 過年度実績額による財政的な制約を考慮した本庁舎の施設整備計画（10 年間） 
※部位・設備別の部材の修繕・更新時期は、建物の老朽化状況や市の維持保全に関わる予算状況等により、任意

の期間で一体的に整備、対処することも考えられます。 
※保全コスト（維持管理コスト）は、当初設定単価試算額から 30％縮減する想定額を計上しています。 
※運用コスト（光熱水コスト）は、本庁舎等の光熱水費（電気・上下水道・ガス・灯油）の実績額による直近５年

平均の面積単価を使用しています。 
※運用コスト及び維持管理コストは、10 年間に一律の費用が毎年同様に計上されるとしています。 
※劣化度総合評価判定欄は、P.２～３の部位・設備別区分に対して５区分の傾向評価として要略表記しています。 
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表 過年度実績額による財政的な制約を考慮したコミュニティ棟の施設整備計画（10 年間） 
※部位・設備別の部材の修繕・更新時期は、建物の老朽化状況や市の維持保全に関わる予算状況等により、任意

の期間で一体的に整備、対処することも考えられます。 
※保全コスト（維持管理コスト）は、当初設定単価試算額から 30％縮減する想定額を計上しています。 
※運用コスト（光熱水コスト）は、本庁舎等の光熱水費（電気・上下水道・ガス・灯油）の実績額による直近５年

平均の面積単価を使用しています。 
※運用コスト及び維持管理コストは、10 年間に一律の費用が毎年同様に計上されるとしています。 
※劣化度総合評価判定欄は、P.２～３の部位・設備別区分に対して５区分の傾向評価として要略表記しています。 
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表 過年度実績額による財政的な制約を考慮した大穂庁舎の施設整備計画（10 年間） 
※部位・設備別の部材の修繕・更新時期は、建物の老朽化状況や市の維持保全に関わる予算状況等により、任意

の期間で一体的に整備、対処することも考えられます。 
※保全コスト（維持管理コスト）は、当初設定単価試算額から 30％縮減する想定額を計上しています。 
※運用コスト（光熱水コスト）は、本庁舎等の光熱水費（電気・上下水道・ガス・灯油）の実績額による直近５年

平均の面積単価を使用しています。 
※運用コスト及び維持管理コストは、10 年間に一律の費用が毎年同様に計上されるとしています。 
※劣化度総合評価判定欄は、P.２～３の部位・設備別区分に対して５区分の傾向評価として要略表記しています。 

 
  

（
単

位
：
百

万
円

）

2
0

2
5

2
0

2
6

2
0

2
7

2
0

2
8

2
0

2
9

2
0

3
0

2
0

3
1

2
0

3
2

2
0

3
3

2
0

3
4

令
和

７
年

令
和

８
年

令
和

９
年

令
和

１
０

年
令

和
１
１
年

令
和

１
２

年
令

和
１
３

年
令

和
１
４

年
令

和
１
５

年
令

和
１
６

年

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

4.
8

0.
0

0.
0

4.
8

屋
根

・
屋

上
C

外
壁

・
外

部
、
外

構
D

内
部

、
内

部
建

具
D

電
気

設
備

C
防

犯
装

置

機
械

設
備

C
給

排
水

設
備

空
調

弁
類

、制
御

弁
装

置
、給

湯
機

器

60
.5

0.
0

8.
2

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

68
.7

屋
根

・
屋

上
C

立
上

り防
水

立
上

り防
水

外
壁

・
外

部
、
外

構
D

外
部

建
具

(窓
・

扉
)

外
壁

塗
装

(タ
イ

ル
等

)、
外

部
建

具
(窓

・扉
)

内
部

、
内

部
建

具
D

防
火

シ
ャッ

ター
防

火
シ

ャッ
ター

電
気

設
備

C

照
明

器
具

(非
常

用
)、

受
変

電
設

備
、火

災
報

知
器

受
変

電
設

備

照
明

器
具

(非
常

用
)、

受
変

電
設

備
、通

信
装

置
類

機
械

設
備

C
空

気
調

和
機

冷
却

塔
、空

調
ポ

ンプ
、給

湯
機

器

空
調

タン
ク類

、
排

気
口

装
置

、
送

風
機

冷
却

塔
、空

気
調

和
機

冷
凍

機
、給

排
水

ポ
ンプ

冷
却

塔
、空

調
ポ

ンプ
空

気
調

和
機

空
調

ポ
ンプ

、空
調

タン
ク類

、送
風

機
、中

央
監

視
装

置
、給

水
給

湯
タン

ク類

空
気

調
和

機
、

制
御

弁
装

置

冷
却

塔
、空

調
ポ

ンプ
、給

排
水

ポ
ンプ

0.
6

1.
4

10
.2

2.
8

3.
5

1.
6

0.
6

13
.3

1.
2

1.
4

36
.5

7.
1

7.
1

2.
4

7.
1

7.
1

7.
1

7.
1

2.
4

7.
1

7.
1

61
.6

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

8.
8

87
.8

77
.0

17
.3

29
.6

18
.7

19
.4

17
.4

16
.5

29
.2

17
.0

17
.3

25
9.

4

○
○

○
○

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
年

度
コ

ス
ト

項
目

（設
備

区
分

）

劣
化

度
評

価
総

合
判

定

1
2

条
点

検
時

期
（
建

築
物

の
敷

地
及

び
構

造
）

2
0

2
4

年
～

2
0

3
3

年
合

計
（1

0
年

間
）

保
全

コ
ス

ト
（
外

部
足

場
）

保 全 コ ス ト

（ 更 新 コ ス ト ）

保
全

コ
ス

ト
（
更

新
コ

ス
ト

）
計

保 全 コ ス ト

（ 修 繕 コ ス ト ・ 分 解 整 備 費 ）

保
全

コ
ス

ト
（
修

繕
コ

ス
ト

）
計

保
全

コ
ス

ト
（
維

持
管

理
コ

ス
ト

）

運
用

コ
ス

ト
（
光

熱
水

コ
ス

ト
）

大
穂

庁
舎

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
コ

ス
ト



12 

9.1 継続的管理と運用に向けたＰＤＣＡサイクルの推進 

本計画の推進にあたっては、「全体最適化」の視点による全庁的な取り組みと部局横断的な調整が
必要となります。また、本計画を継続的に運用していくため、本庁舎等に関わる基本情報や建築当初の
仕様、図面、部材等の情報や現在の利用状況、劣化状況及び評価、点検結果、修繕履歴等の管理
を一元化し、継続的に更新していくことが重要かつ必要です。 

そのため、本庁舎等の長寿命化を目的とした維持管理は、PDCA サイクルに基づき、自主点検結果
や修繕・更新等履歴の情報を適切に管理し、計画検討や更新・見直しに活用していきます。 
 

 
図 PDCA サイクルによる個別施設計画の評価・見直しイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本庁舎等個別施設計画

●修繕・改修等履歴の把握

●公共施設の健全状況の把握

●施設整備計画の更新、工事計画

●施設再編・再配置、利活用の検討

PLAN
計画に基づく実行

●長寿命化、改築（建替え）等工事

●劣化状況調査、定期点検

●公共施設管理・運営

（維持管理費の縮減、平準化、等）

●公共施設の費用対効果の最適化

DO

計画の評価・検証

●公共施設劣化状況・健全度の把握

●施設保全・更新費用の把握、検証

●公共施設管理・運営費の把握、検証

●施設整備計画と実態の評価、検証

CHECK

計画の改善

●評価・検証に基づく課題抽出

●公共施設の社会的役割、技術進歩に

よる施設整備水準等の調査、検討

●個別施設計画の見直し

（10年ごと、適宜）

ACTION

公共施設情報
データベース

定期的な更新

 

つくば市本庁舎及び大穂庁舎等個別施設計画 
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